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➢ 連結売上高 ４２，００５百万円 前年同期比 ▲1.4％

➢ 連結営業利益 １，２３７百万円 前年同期比＋28.5％

➢ ７５１百万円 前年同期比 ＋74.6％
親会社株主に帰属
する四半期純利益

1.連結決算概要 ～エグゼクティブサマリー～

- 連結売上高 -

人材関連事業において、派遣スタッフの稼働日数が前期と比べ増加したこと、

行政助成金関連の業務受託などにより増収となったものの、新型コロナウイルス

感染拡大の影響により、教育事業において留学生の入国遅延、介護事業において

デイサービスの稼働率が低下したことなどにより減収

- 連結営業利益・親会社株主に帰属する四半期純利益 -

教育事業や介護事業は減収により減益となったものの、

人材関連事業においては、増収に加え、コスト削減の取り組みにより、前期に比べて

400百万円程度、求人費や旅費交通費などが減少したこと、

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う雇用調整助成金などを営業外収益に171百万

計上したことなどから増益
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1.連結決算概要 ～セグメント別 売上高 増減要因～

連結売上高推移 連結売上高 42,005百万円 前年同期比▲1.4％

人材セグメント （ 24,254百万円 前年同期比＋1.7%)

派遣スタッフの稼働日数が増加したこと、行政助成金関連の業務

受託を受注したことなどにより増収

教育セグメント （ 11,497百万円 前年同期比▲6.3％)

全日制教育事業の在校生数がゲームカレッジを中心に好調に推移し

増収、児童教育事業ではロボット教室の休学者が6月以降徐々に復帰

したものの減収、国際人教育事業では留学生の入国制限による日本語

学校の在籍数減などにより減収となり、セグメント全体では減収

介護セグメント （ 5,125百万円 前年同期比＋0.5%）

新型コロナウイルス感染拡大に伴いデイサービスの稼働率が低下し

減収となったものの、地域密着型サービスのグループホーム・

小規模多機能は順調に推移し増収

その他セグメント（ 1,119百万円 前年同期比▲18.0%）

スポーツ事業において、商品販売を強化したことにより増収と

なったものの、ネイルサロン運営事業において新型コロナウイルス感

染拡大に伴い第１Qに全店休業となったことなどにより減収
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（単位：百万円）



1.連結決算概要 ～セグメント別 営業利益 増減要因 ～

連結営業利益推移
連結営業利益 1,237百万円 前年同期比+28.5％

人材セグメント （ 803百万円 前年同期比＋843.6%)

増収に加え、コスト削減の取り組みにより求人費や旅費交通費など

400百万円程度前年同期に比べて費用が減少したことなどにより増益

教育セグメント （ 280百万円 前年同期比▲52.6%)

社会人教育事業の減収、新型コロナウイルス感染拡大に伴い

国際人教育事業と児童教育事業の減収により減益

介護セグメント （ 118百万円 前年同期比▲46.8%）

新型コロナウイルス感染拡大に伴い、デイサービスで稼働率が

低下したこと、技能実習生の入国制限により5月に開設した

介護職種の外国人技能実習生向け研修センターが稼働して

いないことなどにより減益

その他セグメント（ ▲117百万円 前年同期比▲69百万円）

スポーツ事業では増収により増益となったものの、新型コロナ

ウイルス感染拡大に伴い、ネイルサロン運営事業において

4月から5月にかけて全店休業となったことなどにより減益
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（単位：百万円）



2.連結業績予想 ～第２Q振り返り～

-連結売上高-

概ね業績予想通りに推移

-連結営業利益-

人材関連事業における行政助成金関連の業務受託や、

グループ各社におけるコスト削減やイベント未実施などによる経費の減少が

想定を超えて進んだことにより上振れ

-親会社株主に帰属する四半期純利益-

営業利益の上振れに加え、新型コロナウイルス感染症の影響に伴う雇用調整

助成金などを営業外収益に171百万円計上したことなどにより上振れ
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➢ 連結売上高 ４２，００５百万円 業績予想比 +０.5％

➢ 連結営業利益 １，２３７百万円 業績予想比 +70.4％

➢ ７５１百万円 業績予想比 +155.8％
親会社株主に帰属する
四半期純利益



➢ 連結売上高 ８５，８１２百万円 前年同期比▲０.2％

➢ 連結営業利益 １，４１５百万円 前年同期比▲29.3％

➢ ２８８百万円 前年同期比▲66.0％
親会社株主に帰属する
当期純利益

2.連結業績予想 ～通期予想について～

算定の前提条件

本事業年度中は原則第１～２Qに受けた新型コロナウイルス感染症の影響が継続

連結業績予想（通期）について

人材関連事業においては、行政助成金関連の業務受託などによる増収効果が

薄れることや企業の求人需要減少を想定する一方で、コスト削減効果により

第１Qに発表した業績予想に対し好調に推移することを想定、教育事業に

おいては留学生の入国遅延、介護事業においてはデイサービスの稼働率伸び悩みと

新規開設に伴う費用の発生などを想定、また、全事業において新型コロナウイルス

感染症再拡大の影響懸念などから先行き不透明な状況を鑑みて業績予想を算出

しております。

グループ全体では、本社オフィスをはじめとする各拠点の規模見直しや経営資源

の最適配置に取り組む前提のもと、各種コストが発生することを想定しております。

以上より、業績予想は据え置きとしております。
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‐ 2020年8月7日公表の業績予想は据え置き -
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本資料に記載されている、業績予想や将来予測等は、リスクや不確定要因を含みます。
実際の業績や結果は、様々な要因の変化により、記載の予想、計画、見通しとは大きく異なる結
果となりうることをご承知おきください。

本資料に掲載されている情報は、情報の提供を目的としたものであり、投資の勧誘を目的とした
ものではありません。
当該情報に基づいて被ったいかなる損害に関しても、その理由の如何に関わらず一切の責任を負
うものではございません。

【お問合せ先】
ヒューマンホールディングス株式会社 経営企画室

TEL ：03-6846-8002
E-mail：sougoukikaku@athuman.com


